平成27年市議会の活動に関する実態調査＿全国市議会議長会回答票
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■第4 部　議会運営委員会
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平成27年（2015年）市議会の活動に関する実態調査について

【締切り】2016年2月29日（月）です。期日を過ぎますと送信ができなくなりますのでご注意ください。ご協力をお願します。

【留意事項】ご回答いただく前に、必ずお読みください。
■　年間調査については2015年1月1日から12月31日までの1年間の状況を、時点調査については2015年12月31日現在の状況を回答してください。
■　文字入力欄について文字制限指定のないものはすべて全角５００字以内で入力してください。
■　半角カナ文字、半角カンマは入力しないでください。
■　選択肢の一部分だけ当てはまる場合であっても、その選択肢を選んでください。
■　回答についての補足説明がある場合は、基礎情報の「回答についての補足説明」欄へ入力してください。
■　入力内容は部門ごとに保存ができますので、基礎情報から第13部まで一度に入力する必要はありません。
部門ごとに最後まで入力し「保存」ボタンをクリックすれば、入力した部門の一時保存が可能です。
■　回答内容の送信は、部門ごとに実行する必要があります。部門ごとに設置しております「回答状況」の「回答確定」を選択し、確認画面において「実行」ボタンを押して実行してください。
なお、「回答状況」の「回答確定」を選択し、確認画面において「実行」ボタンを押しますと回答内容は変更できませんので、「実行」ボタンを押す前に必ず回答内容をご確認ください。
回答内容の「一時保存・回答確定」の状況については、下記の「回答状況」において確認できます。
■　2015年1月1日から12月31日までに町村との編入合併があった市は、12月31日現在の状況と1月1日から12月31日までの状況を回
答してください。
■　2015年1月1日から12月31日までに市制が施行された市は、12月31日現在の状況と市制施行後の状況を回答してください。
■　傍聴者数は、報道関係者を除いた数を回答してください。


基礎情報
	都道府県【必須】
	

	市区名【必須】
	

	2015年12月31日現在の住民基本台帳の人口
(外国人住民を含む)【必須】
	

	入力担当者名【必須】
	

	連絡先電話番号(内線)【必須】
	
	内線
	

	連絡先Ｅメールアドレス【必須】
	

	回答についての補足説明(1000文字以内)
※この欄は、回答内容についての補足説明がある場合、各設問において入力欄が足りない場合などにご利用ください。特に補足説明の必要がなければ空欄で結構です。
	


※2015年12月31日現在の住民基本台帳の人口（外国人住民を含む）の統計をとっていない場合は、その直近の時点の人口を入力してください。


第1部　定例会・臨時会
(１)通年会期(議会)制の採用状況（12月31日現在）【必須】
A　地方自治法第102条の2第1項の規定に基づく通年会期制を採用している
B　条例で定例会の回数を年1回とする通年議会制を採用している
C 通年会期(議会)制を採用していない

(２)通年会期(議会)制を採用している場合の会期・本会議日数、傍聴者数
※設問(1)で｢A又はB｣を選択した場合のみ、この設問に回答してください。
※2014年以前から通年会期(議会)制を採用している場合は｢下表①｣に、2015年1月1日～12月31日の間に通年会期(議会)制を採用した場合は｢下表②｣に回答してください。

1 2014年以前から通年会期(議会)制を採用している場合は、下表に会期・本会議日数、傍聴者数を入力してください。
	
	会期の始まり
	会期の終わり
	会期日数
	本会議日数
	傍聴者数

	
	
	
	
	
	☐　傍聴者を把握
していない

	2014年中に開会した議会について
	　2014年　　月　　日
(平成26年)
	　　年　　月　　日
	日
	日
	人

	
	　2014年　　月　　日
(平成26年)
	　　年　　月　　日
	日
	日
	人

	2015年中に開会した議会について
	　2015年　　月　　日
(平成27年)
	　　年　　月　　日
	日
	日
	人

	
	　2015年　　月　　日
(平成27年)
	　　年　　月　　日
	日
	日
	人


注1) 2015年中に開会した議会の会期が翌年にまたぐ場合の本会議日数については、本調査対象終了日である2015年12月31日までの日数を入力してください。
注2) 2015年中に任期満了に伴う選挙等により会期が一度途切れた場合は、会期を分けて回答して下さい。

②　2015年1月1日～12月31日の間に通年会期(議会)制を採用した場合は、下表に会期・本会議日数、傍聴者数を入力してください。
	2015年中の通年会期(議会)制採用前の定例会及び臨時会について
※該当する場合のみ回答してください。
	定例会
	開催回数
	会期日数
	本会議日数
	傍聴者数

	
	
	回
	
	
	☐傍聴者を把握していない

	
	内

訳
	第1回定例会（　　月　　日開会）
	日
	日
	人

	
	
	第2回定例会（　　月　　日開会）
	日
	日
	人

	
	
	第3回定例会（　　月　　日開会）
	日
	日
	人

	
	市長招集臨時会
(地方自治法第101条第1項)
	回
	日
	日
	人

	
	議長請求臨時会
(地方自治法第101条第2項)
	回
	日
	日
	人

	
	議員請求臨時会
(地方自治法第101条第3項)
	回
	日
	日
	人

	
	議長招集臨時会
(地方自治法第101条
第5項及び第6項)
	回
	日
	日
	人

	2015年から採用した通年会期(議会)制について
	会期の始まり
	会期の終わり
	会期日数
	本会議日数
	傍聴者数

	
	
	
	
	
	☐傍聴者を把握していない

	
	　2015年　月　日
(平成27年)
	　　年　月　日
	日
	日
	人

	
	　2015年　月　日
(平成27年)
	　　年　月　日
	日
	日
	人


注1) 2015年から採用した通年会期(議会)制の会期が翌年にまたぐ場合の本会議日数については、本調査対象終了日である2015年12月31日までの日数を入力してください。
注2)通年会期（議会）採用後、2015年中に任期満了に伴う選挙等により会期が一度途切れた場合、会期を分けて回答して下さい。

（３）条例で定めた定例会の回数（12月31日現在）
※設問(1)で｢C｣を選択した場合のみ、この設問に回答してください。
	条例で定めた回数

	回



（４）定例会・臨時会の会期・本会議日数、傍聴者数（1月1日～12月31日）
※設問(1)で｢C｣を選択した場合のみ、この設問に回答してください。
	定例会
	開催回数
	会期日数
	本会議日数
	傍聴者数

	
	回
	
	
	☐傍聴者を把握していない

	内


訳
	第1回定例会（　　月　　日開会）
	日
	日
	人

	
	第2回定例会（　　月　　日開会）
	日
	日
	人

	
	第3回定例会（　　月　　日開会）
	日
	日
	人

	
	第4回定例会（　　月　　日開会）
	日
	日
	人

	市長招集臨時会
(地方自治法第101条第1項)
	回
	日
	日
	人

	議長請求臨時会
(地方自治法第101条第2項)
	回
	日
	日
	人

	議員請求臨時会
(地方自治法第101条第3項)
	回
	日
	日
	人

	議長招集臨時会
(地方自治法第101条
第5項及び第6項)
	回
	日
	日
	人


※会期が翌年に延びた場合も延べ日数として計上してください。


（５）本会議の放送方法（複数回答可、12月31日現在）【必須】
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
	A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）
H　その他の放送方法（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　放送していない



（６）夜間議会の開催事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　夜間議会の開催事例あり（回数：　　　　　　回）
B　夜間議会の開催事例なし


■夜間議会の具体的な開催事例
	開催日
	会議名
	開催内容
	傍聴者数

	　　　月　　　　日
	
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	
	人




（７）休日議会の開催事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　休日議会の開催事例あり（回数：　　　　　　　回）
B　休日議会の開催事例なし


■休日議会の具体的な開催事例
	開催日
	会議名
	開催内容
	傍聴者数

	　　　月　　　　日
	
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	
	人



（８）本会議における公聴会の開催事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　本会議における公聴会の開催事例あり（回数：定例会　　　回、臨時会　　　回）
B　本会議における公聴会の開催事例なし


■本会議における公聴会の具体的な開催事例
	開催日
	会議の種類
	件名
	公述人

	　　　月　　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人

	　　　月　　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人

	　　　月　　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人

	　　　月　　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人

	　　　月　　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人



（９）本会議における参考人の招致事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　本会議における参考人招致の事例あり（回数：定例会　　　回、臨時会　　　回）
B　本会議における参考人招致の事例なし


■本会議における参考人招致の具体的な招致事例
	招致日
	会議の種類
	件名
	参考人
	招致目的

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情


（１０）本会議を秘密会（地方自治法第115条第1項）とした事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　本会議を秘密会とした事例あり（回数：定例会　　　回、臨時会　　　回）
B　本会議を秘密会とした事例なし


■本会議を秘密会とした具体的な事例
	開催日
	会議の種類
	件名（議題）
	発議者

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	A　議長
B　議員

	　　　月　　　日
	A　定例会
B　臨時会
	
	A　議長
B　議員





第2部　常任委員会
（１）12月31日現在において条例で定めた常任委員会の数【必須】
	条例で定めた常任委員会の数

	委員会


※予算や決算に関する常任委員会を含めた全ての常任委員会の数(12月31日現在)を回答してください。

（２）常任委員会の開催日数と市内・市外行政視察、傍聴者数(1月1日～12月31日)【必須】
注1)設問(1)で回答した常任委員会の数に応じた情報を下表に入力してください。
注2)年の途中で常任委員会の数、名称や定数などの組織変更があった場合、下表に変更後の常任委員会の名称や開催日数等を入力し、その次の表に変更前の常任委員会の名称や開催日数等を入力してください。
注3)連合審査会や小委員会、分科会の開催日数等も含めてください。ただし、委員会協議会は除きます。
	常任委員会の名称
	委員定数
	会期中の開催日数（延べ）
	閉会中の開催日数（延べ）
	市内行政視察回数及び日数（委員会としての回数及び日数）
	市外行政視察回数及び日数（委員会としての回数及び日数）
	傍聴者数

	
	
	
	
	
	
	☐傍聴者を把握していない

	
	
	
	
	回数（延べ）
	日数（延べ）
	回数（延べ）
	日数（延べ）
	

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人



■常任委員会の数、名称や定数などの組織変更前の条例で定めた常任委員会の数　　
※年の途中で組織変更があった場合のみ回答してください。
	変更前の条例で定めた常任委員会の数

	委員会


■常任委員会組織変更前の常任委員会の開催日数と市内・市外行政視察、傍聴者数（　1月　1日～  月  日）
※前問の組織変更前の条例で定めた常任委員会の数に応じた情報を下表に回答してください。
	組織変更前の
常任委員会の名称
	委員定数
	会期中の開催日数（延べ）
	閉会中の開催日数（延べ）
	市内行政視察回数及び日数（委員会としての回数及び日数）
	市外行政視察回数及び日数（委員会としての回数及び日数）
	傍聴者数

	
	
	
	
	
	
	☐傍聴者を把握していない

	
	
	
	
	回数（延べ）
	日数（延べ）
	回数（延べ）
	日数（延べ）
	

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	常任委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人


（３）委員会条例で定められた常任委員の任期（12月31日現在）【必須】
	A　1年
B　2年
C　4年(議員の任期)
D　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（4） 常任委員会の複数所属状況（12月31日現在）【必須】
	A　1人の議員が複数の常任委員会に所属している
B　1人の議員が複数の常任委員会に所属していない



（５）委員会条例上の常任委員会の傍聴の取扱い（12月31日現在）【必須】
	A　原則公開
B　委員長・委員会の許可により公開
C　その他の条件により公開（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
D　非公開



（６）予算審査常任委員会の設置状況と放送方法（12月31日現在）【必須】
	■予算審査常任委員会の設置状況(12月31日現在) 【必須】
A　設置あり
B 設置なし
■予算審査常任委員会の放送方法（複数回答可、12月31日現在）
※前問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）　
H　その他の放送方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　 放送していない



（７）決算審査常任委員会の設置状況と議員選出監査委員の委員就任状況、放送方法（12月31日現在）【必須】
	■決算審査常任委員会の設置状況(12月31日現在) 【必須】
A　設置あり
B 設置なし
■議員選出監査委員（地方自治法第196条）の決算審査常任委員への就任状況(12月31日現在) 
※前問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、以下の設問に回答してください。
A　就任している
B 就任していない
■決算審査常任委員会の放送方法（複数回答可、12月31日現在）
※前々問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）
H　その他の放送方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　 放送していない



（８）予算・決算審査常任委員会の設置状況と議員選出監査委員の委員就任状況、放送方法（12月31日現在）【必須】
	■予算・決算審査常任委員会の設置状況(12月31日現在) 【必須】
A　設置あり
B 設置なし
■議員選出監査委員（地方自治法第196条）の予算・決算審査常任委員への就任状況(12月31日現在) 【必須】
※前問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
A　就任している
B 就任していない
■予算・決算審査常任委員会の放送方法（複数回答可、12月31日現在）
※前々問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）
H　その他の放送方法 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　 放送していない



（９）常任委員会(予算及び決算以外)の放送方法（複数回答可、12月31日現在）【必須】
	※予算及び決算以外の通常の常任委員会の放送方法について回答してください。
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）
H　その他の放送方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　 放送していない



（１０）常任委員会における公聴会の開催事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　常任委員会における公聴会の開催事例あり（回数：　　　　　　　回）
B　常任委員会における公聴会の開催事例なし





■常任委員会における公聴会の具体的な開催事例
	開催日
	常任委員会名
	件名
	公述人

	　　　月　　　　日
	常任委員会
	
	人

	　　　月　　　　日
	常任委員会
	
	人

	　　　月　　　　日
	常任委員会
	
	人

	　　　月　　　　日
	常任委員会
	
	人

	　　　月　　　　日
	常任委員会
	
	人



（１１）常任委員会における参考人の招致事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　常任委員会における参考人の招致事例あり（回数：　　　　　　　回）
B　常任委員会における参考人の招致事例なし


■常任委員会における参考人招致の具体的な招致事例
	招致日
	常任委員会名
	件名
	参考人
	招致目的

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情



（１２）常任委員会を秘密会とした事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　常任委員会を秘密会とした事例あり（回数：　　　回）
B　常任委員会を秘密会とした事例なし


■常任委員会を秘密会とした具体的な事例
	開催日
	常任委員会名
	件名（議題）
	発議者

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	A　委員長
B　委員

	　　　月　　　日
	常任委員会
	
	A　委員長
B　委員





第3部　特別委員会
（１）特別委員会の数(１月１日～１２月３１日)【必須】
	委員会


注1)１月１日～12月31日において新規に設置された特別委員会だけではなく、従前より引き続き設置されていた特別委員会がある場合は、それを含めた数を回答してください。
注2)同一の特別委員会をその都度議決して設置している場合は、議決の回数が委員会の数となります。
注3)予算や決算に関する特別委員会を含めた全ての特別委員会の数(1月1日～12月31日)を回答してください。

（２）特別委員会の開催日数と市内・市外行政視察、傍聴者数(１月１日～１２月３１日)
注1)設問(１)で回答した特別委員会の数に応じた情報を下表に回答してください。
注2) 連合審査会や小委員会、分科会の開催日数等も含めてください。ただし、委員会協議会は除きます。
	特別委員会の名称
	委員定数
	会期中の開催日数（延べ）
	閉会中の開催日数（延べ）
	市内行政視察回数及び日数（委員会としての回数及び日数）
	市外行政視察回数及び日数（委員会としての回数及び日数）
	傍聴者数

	
	
	
	
	
	
	☐傍聴者を把握していない

	
	
	
	
	回数（延べ）
	日数（延べ）
	回数（延べ）
	日数（延べ）
	

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人

	特別委員会
	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人



（３）委員会条例上の特別委員会の傍聴の取扱い（12月31日現在）【必須】
	A　原則公開
B　委員長・委員会の許可により公開
C　その他の条件により公開（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
D　非公開



[bookmark: OLE_LINK1]（４）予算審査特別委員会の設置状況と放送方法（1月1日～12月31日）【必須】
	■予算審査特別委員会の設置状況（1月1日～12月31日）【必須】
A　設置あり
B 設置なし
■予算審査特別委員会の放送方法（複数回答可、1月1日～12月31日）
※前問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）
H　その他の放送方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　 放送していない



（５）決算審査特別委員会の設置状況と議員選出監査委員の委員就任状況、放送方法（1月1日～12月31日）【必須】
	■決算審査特別委員会の設置状況（1月1日～12月31日）【必須】
A　設置あり
B 設置なし
■議員選出監査委員（地方自治法第196条）の決算審査特別委員への就任状況(1月1日～12月31日)
※前問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
A　就任している
B 就任していない
■決算審査特別委員会の放送方法（複数回答可、1月1日～12月31日）
※前々問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）
H　その他の放送方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　 放送していない



（６）予算・決算審査特別委員会の設置状況と議員選出監査委員の委員就任状況、放送方法（1月1日～12月31日）【必須】
	■予算・決算審査特別委員会の設置状況（1月1日～12月31日）【必須】
A　設置あり
B 設置なし
■議員選出監査委員（地方自治法第196条）の予算・決算審査特別委員への就任状況(1月1日～12月31日)
※前問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
A　就任している
B 就任していない
■予算・決算審査特別委員会の放送方法（複数回答可、1月1日～12月31日）
※前々問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）
H　その他の放送方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　 放送していない



（７）特別委員会(予算及び決算以外) の設置状況と放送方法（1月1日～12月31日）【必須】
	※予算及び決算以外の通常の特別委員会の放送方法について回答してください。
■特別委員会(予算及び決算以外)の設置状況（1月1日～12月31日）【必須】
A　設置あり
B 設置なし
■特別委員会(予算及び決算以外)の放送方法（複数回答可、1月1日～12月31日）
※前問｢設置状況｣で「設置あり」と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）
H　その他の放送方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　 放送していない



（８）特別委員会における公聴会の開催事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　特別委員会における公聴会の開催事例あり（回数：　　　　　　　回）
B　特別委員会における公聴会の開催事例なし


■特別委員会における公聴会の具体的な開催事例
	開催日
	特別委員会名
	件名
	公述人

	　　　月　　　　日
	特別委員会
	
	人

	　　　月　　　　日
	特別委員会
	
	人

	　　　月　　　　日
	特別委員会
	
	人

	　　　月　　　　日
	特別委員会
	
	人

	　　　月　　　　日
	特別委員会
	
	人



（９）特別委員会における参考人の招致事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　特別委員会における参考人の招致事例あり（回数：　　　　　　　回）
B　特別委員会における参考人の招致事例なし


■特別委員会における参考人招致の具体的な招致事例
	招致日
	特別委員会名
	件名
	参考人
	招致目的

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願・陳情



（１０）特別委員会を秘密会とした事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　特別委員会を秘密会とした事例あり（回数：　　　回）
B　特別委員会を秘密会とした事例なし


■特別委員会を秘密会とした具体的な事例
	開催日
	特別委員会名
	件名（議題）
	発議者

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	A　委員長
B　委員

	　　　月　　　日
	特別委員会
	
	A　委員長
B　委員





第4部　議会運営委員会
（1） 議会運営委員会の開催日数と市内・市外行政視察、傍聴者数(1月1日～12月31日)【必須】
※連合審査会や小委員会、分科会の開催日数等も含めてください。ただし、委員会協議会は除きます。
	委員定数
	会期中の開催日数（延べ）
	閉会中の開催日数（延べ）
	市内行政視察回数及び日数（委員会としての回数及び日数）
	市外行政視察回数及び日数（委員会としての回数及び日数）
	傍聴者数

	
	
	
	
	
	☐傍聴者を把握していない

	
	
	
	回数（延べ）
	日数（延べ）
	回数（延べ）
	日数（延べ）
	

	人
	日
	日
	回
	日
	回
	日
	人



（２）委員会条例で定められた議会運営委員の任期（12月31日現在）【必須】
	A　1年
B　2年
C　4年(議員の任期)
D　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（３）委員会条例上の議会運営委員会の傍聴の取扱い（12月31日現在）【必須】
	A　原則公開
B　委員長・委員会の許可により公開
C　その他の条件により公開（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
D　非公開



（４）議会運営委員会の放送方法（複数回答可、12月31日現在）【必須】
※住民・傍聴者向けに議会外へ発信される放送で該当するものを選択してください。議員・職員のみを対象とする放送は除いてください。
	A　庁舎内モニターテレビ
B　庁舎内音声放送
C　民放テレビ
D　ケーブルテレビ
E　ラジオ　
F　インターネット（生中継）
G　インターネット（録画配信）
H　その他の放送方法（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
I　放送していない



（５）議会運営委員会における公聴会の開催事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　議会運営委員会における公聴会の開催事例あり（回数：　　　　　　　回）
B　議会運営委員会における公聴会の開催事例なし


■議会運営委員会における公聴会の具体的な開催事例
	開催日
	件名
	公述人

	　　　月　　　　日
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	人

	　　　月　　　　日
	
	人





（６）議会運営委員会における参考人の招致事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　議会運営委員会における参考人の招致事例あり（回数：　　　　　　　回）
B　議会運営委員会における参考人の招致事例なし


■議会運営委員会における参考人招致の具体的な招致事例
	招致日
	件名
	参考人
	招致目的

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情

	　　　月　　　日
	
	人
	A　調査
B　議案
C　請願･陳情





（７）議会運営委員会を秘密会とした事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　議会運営委員会を秘密会とした事例あり（回数：　　　回）
B　議会運営委員会を秘密会とした事例なし


■議会運営委員会を秘密会とした具体的な事例
	開催日
	件名（議題）
	発議者

	　　　月　　　日
	
	A　委員長
B　委員

	　　　月　　　日
	
	A　委員長
B　委員





第5部　協議又は調整を行うための場(地方自治法第100条第12項)（以下「協議等の場」）
（１）協議等の場の数(1月1日～12月31日)【必須】
	1月1日～12月31日の間に会議規則で定められていた協議等の場の数

	


※下記の例に留意して回答してください。
【例1】会議規則の別表に｢全員協議会、各常任委員会協議会｣と規定されている場合
→協議等の場の数は｢2｣と回答してください。常任委員会協議会をさらに｢総務文教常任委員会協議会、民生常任委員会協議会、産業建設常任委員会協議会｣など、常任委員会ごとに区分してカウントする必要はありません。
【例2】会議規則の別表に｢全員協議会、総務文教常任委員会協議会、民生常任委員会協議会、産業建設常任委員会協議会｣と常任委員会ごとに規定されている場合
→協議等の場の数は｢4｣と回答してください。
※会議規則の別表どおりの協議等の場の数を回答してください。




	1月1日～12月31の間に会議規則に基づき議会の議決で臨時に設置した協議等の場の数

	





（２）協議等の場の開催日数と傍聴者数(1月1日～12月31日)
※設問(1)で回答した協議等の場の数に応じた情報を下表に回答してください。
	協議等の
場の名称
	構成員
	招集権者
	会期中の開催日数（延べ）
	閉会中の開催日数（延べ）
	傍聴者数

	
	
	
	
	
	☐傍聴者を把握していない

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人

	
	
	
	日
	日
	人



（３）要綱・規程上の協議等の場の傍聴の取扱い（12月31日現在）
	A　原則公開
B　協議等の場の議決による許可
C　協議等の場の代表者等による許可　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
D　非公開
E　会議体によって傍聴の取扱いが異なる　※具体的な内容を下枠に入力してください。
【回答例：全員協議会は原則公開、会派代表者会議は非公開】
(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
F　その他
(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　)





第6部　議員報酬・政務活動費・費用弁償
（1） [bookmark: _GoBack]平成27年12月31日現在の議員報酬月額等【必須】
※特例措置や特例条例などにより減額されている場合は、減額後の報酬月額を入力してください。
	役職
	報酬月額

	議長
	円

	副議長
	円

	議員
	円

	各正副委員長への役職加算の有無
	A　役職加算あり
B　役職加算なし

	常任委員長
	円
	※前問で｢A役職加算あり｣を選択した場合のみ、左枠に加算額を含めた役職ごとの報酬月額を入力してください。役職により加算がない場合は、一般議員の報酬月額を入力してください。
※前問「B　役職加算なし」を選択した場合は、左枠に入力する必要はありません。

	常任副委員長
	円
	

	特別委員長
	円
	

	特別副委員長
	円
	

	議会運営委員長
	円
	

	議会運営副委員長
	円
	



■期末手当の支給率・期末手当加算率（12月31日現在）【必須】
	３月
	／１００

	６月
	／１００

	１２月
	／１００

	期末手当加算率(加算部分)
	／１００






（2） 欠席又は出席停止議員に対する議員報酬又は期末手当の減額又は支給停止の規定状況(12月31日現在)【必須】
	A　議員報酬等に関する条例(特例条例含む)で規定している
B　議員報酬等に関する条例(特例条例含む)で規定していない

※前問で｢A 規定している｣と回答した場合のみ、以降の設問に回答してください。
■減額又は支給停止の事由(複数選択可、12月31日現在)
A　疾病や自己都合等により一定期間、議会の会議を欠席したとき
B　懲罰により出席停止処分を科せられたとき
C　逮捕、拘留その他の身体の拘束を受けたとき
D　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)



（３）地方自治法第138条の4に基づく特別職報酬等審議会の設置状況（12月31日現在）【必須】
	※委員の任期等に関わらず、条例に基づき特別職報酬等審議会を設置している場合は、｢A 特別職報酬等審議会を設置している｣と回答してください。
A　特別職報酬等審議会を設置している
B　特別職報酬等審議会を設置していない



（４）政務活動費の交付状況（12月31日現在）【必須】
	A　交付している
B　交付していない
C　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

	※前問で｢A 交付している｣と回答した場合のみ、以降の設問に回答してください。
■政務活動費の交付対象（12月31日現在）
A　会派
B　議員
C　会派または議員(会派または会派に所属していない議員への交付)
D　会派及び議員(会派及び議員に併給)
E　選択制（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
F　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■政務活動費の交付額の算出基準（12月31日現在）
A　月額
B　年額
C　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■政務活動費の交付時期（12月31日現在）
A　毎月交付
B　四半期交付
C　半年交付
D　１年交付
E　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■政務活動費の議員１人あたりの交付月額（12月31日現在）
※交付時期が毎月交付でない場合は月額に換算してください(小数点以下四捨五入)。
(　　　　　　　　　　　　　　円)　
■政務活動費の収支報告書への領収書添付状況（12月31日現在）
A　全部添付している
B　一定額以上添付している
C　添付していない

■政務活動費に関する収支報告書及び証拠書類並びに活動報告書等に対する情報公開条例に基づく公開請求の状況(1月1日～12月31日)
A　政務活動費に関する収支報告書等に対する情報公開条例に基づく公開請求があった
B　政務活動費に関する収支報告書等に対する情報公開条例に基づく公開請求がなかった

■情報公開条例に基づく公開請求により公開した政務活動費に関する収支報告書等(1月1日～12月31日、複数選択可) 
※前問で｢A政務活動費に関する収支報告書等に対する情報公開条例に基づく公開請求があった｣と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
※下記の公開した文書等については、写しを含みます。
A　収支報告書
B　領収書
C　会計帳簿
D　支出伝票
E　活動報告書・視察報告書
F　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)



■情報公開条例に基づく公開請求によらない収支報告書及び証拠書類並びに活動報告書等の公開・閲覧状況（12月31日現在、複数回答可）
※議会基本条例や政務活動費の交付に関する条例等に基づくもの及びホームページ・議会報（だより）等での公開等も含め、情報公開条例に基づく公開請求を経ることなく、収支報告書及び証拠書類等（写しを含む）を公開・閲覧できるようにしている場合、該当するものを選択してください。
※下記の公開・閲覧の対象としている文書等については、写しを含みます。
A　収支報告書
B　領収書
C　会計帳簿
D　支出伝票
E　活動報告書・視察報告書
F　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)






（５）本会議、委員会などの議会の会議に出席した場合の費用弁償の支給状況（議員派遣などによる旅費は除く）（12月31日現在）【必須】
	A　支給している
B　支給していない
C　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	■費用弁償の日額（12月31日現在）
※前問｢費用弁償の支給状況｣で｢A　支給している｣と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
A　定額（　　　　　　　　　　　　　　）円
B　実額
C　距離に応じた交通費(定額)を支給　【回答例】車賃として1キロあたり37円を支給。
　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
D　その他　【回答例】定額2,000円＋車賃37円/km
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　）




第7部　議員定数等
（１）議員の条例定数と実数（12月31日現在）【必須】
	平成27年12月31日現在在任していた議員の
一般選挙時に適用された条例定数(合併協議によるものを含む)【必須】
	人
	適用年月
( 左記条例定数が初めて適用された選挙年月)
	　　　　　年　　　月

	平成27年12月31日現在の議員の実数【必須】
	人
	

	平成28年1月1日以降の一般選挙時に適用予定の条例定数
(条例定数に変更がある場合のみ)
	人
	適用予定年月
(適用予定の選挙年月) 
	　　　　　年　　　月



(２)会派の数（12月31日現在）【必須】
※会派とは、交渉会派に限ります。
	A　会派制を採用していない
B　１会派
C　２会派
D　３会派
E　４会派
F　５会派
G　６会派
H　７会派
I　 ８会派
J　 ９会派
K １０会派以上




（３）議長選出時における議長就任希望者の所信表明等の機会の導入状況（12月31日現在）【必須】
	A　導入している
B　導入していない

※前問で｢A　導入している｣と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
■議長就任希望者の所信表明等をいつ実施していますか。該当するものを選択してください。
A　本会議中
B　本会議の休憩中



（４）申合せや慣例による議長の任期（12月31日現在）【必須】
	A　任期１年
B　任期２年
C　申合せ・慣例なし、任期４年（法定）
D　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（５）議長・副議長の各委員への就任状況（12月31日現在）【必須】
	常任委員会
	特別委員会
	議会運営委員会

	議長
	副議長
	議長
	副議長
	議長
	副議長

	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない


※委員会の設置がない場合、「B　就任していない」を選択してください。
※複数の常任委員会又は特別委員会の設置があり、そのうち一部の委員会のみに就任している場合でも、｢A就任している｣を選択してください。

■各前問でAを選択した場合、議長・副議長の各正副委員長への就任状況について該当するものを選択してください。（12月31日現在）
	常任委員会
	特別委員会
	議会運営委員会

	議長
	副議長
	議長
	副議長
	議長
	副議長

	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない
	A　就任している
B　就任していない


※複数の常任委員会又は特別委員会の設置があり、そのうち一部の委員会のみに就任している場合でも、｢A就任している｣を選択してください。







第８部　議会及び議員に関する条例の制定状況等
（１）議会基本条例の制定状況（12月31日現在）【必須】
	A　制定している
B　制定していない



（２）自治基本条例（まちづくり基本条例等を含む）の制定状況（12月31日現在）【必須】
	A　議会に関する規定を含む自治基本条例（まちづくり基本条例等を含む）を制定している
B　議会に関する規定を含まない自治基本条例（まちづくり基本条例等を含む）を制定している
C　制定していない



（３）議員についての政治倫理条例及び資産公開条例の制定状況（12月31日現在）【必須】
	A　政治倫理条例（資産公開についての規定を含む）を制定している
B　政治倫理条例（資産公開についての規定を含まない）と資産公開条例をそれぞれ制定している
C　政治倫理条例（資産公開についての規定を含まない）のみ制定している
D　資産公開条例のみ制定している
E　いずれも制定していない



（４）地方自治法第９６条第２項による議決事件の追加（12月31日現在）【必須】
	A　議決事件を追加している
B　議決事件を追加していない





■前問でAを選択した場合、議決事件の内容について該当するものを選択してください。（複数回答可、12月31日現在）
	A　基本構想
B　市の基本計画
C　市の基本計画以外の重要な計画（事件名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　※地方創生に関するものについてはCを選択し、具体的な議決事件名を入力してください。
D　市民功労者表彰
E　市民憲章
F　名誉市民
G　都市宣言
H　市の木、市の花等の選定
I　姉妹都市提携
J　友好都市提携
K　職員の定数
L　重要な契約
M　オンブズマンの委嘱等
N　併用林道の協定等
O　証人等の費用弁償
P　市立小・中学校の統廃合
Q　定住自立圏構想に関するもの
R　上記以外の議決事件（事件名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　※法定受託事務に係るものについてはRを選択し、法定受託事務であることを明記のうえ、具体的な議決事件名を入力してください。




（５）地方自治法第１００条の２による専門的知見の活用（1月1日～12月31日）【必須】
	A　専門的知見の活用を行った
B　専門的知見の活用を行わなかった


■専門的知見の活用の具体的な事例
	委託契約
	専門的知見を有する者に関わる費用
	具体的内容

	A　契約した
B　契約しなかった
	A　有償
B　無償
	

	A　契約した
B　契約しなかった
	A　有償
B　無償
	



(６)議会と大学等との協定の締結状況(12月31日現在) 【必須】
※大学等とは、そのほか大学院や研究機関等を指します。
	A　締結している　※具体的な内容(締結先、期間、経費等)を下枠に入力してください。
(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
B　締結していない



 (７)モニター制度の採用状況(12月31日現在)【必須】
	A　議会モニター制度を採用している　
B　議会モニター制度を採用していない






(８)議員間（自由）討議（12月31日現在）【必須】
	①議員間（自由）討議の規定状況（12月31日現在）【必須】
A　規定している
B　規定していない
■議員間（自由）討議の根拠規定（12月31日現在）
※前問｢規定状況｣で｢A　規定している｣と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
A　 議会基本条例
B　 会議規則
C  要綱や申合せ
D  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	2 議員間（自由）討議の実施状況（1月１日～12月31日）【必須】
A　実施した
B　実施しなかった

※前問｢実施状況｣で｢A　実施した｣と回答した場合のみ、以降の設問に回答してください。
■議員間(自由)討議を行った会議の種類（複数回答可、1月1日～12月31日）
A　本会議
B　委員会
C　協議等の場(地方自治法第100条第12項)
D 事実上の会議
E　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

■議員間(自由)討議を行った対象（複数回答可、1月1日～12月31日）
A　市長提出の議案等
B　議員・委員会提出の議案等
C　請願・陳情等の市民提案
D　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



(９)執行部の反問権（12月31日現在）【必須】
	①執行部の反問権の規定状況（12月31日現在）【必須】
A 規定している
B 限定(質問趣旨確認等)して規定している
C 規定していない

■執行部の反問権の根拠規定（12月31日現在）
※前問｢規定状況｣で｢A又はB｣と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
A　 議会基本条例
B　 会議規則
C  要綱や申合せ
D  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

②執行部の反問権の行使の状況(1月1日～12月31日) 【必須】
A　行使した
B　行使しなかった

■執行部の反問権を行使した会議の種類(複数選択可、1月1日～12月31日)
※前問｢行使の状況｣で｢A 行使した｣と回答した場合のみ、この設問に回答してください。
A　本会議
B　委員会
C　協議等の場(地方自治法第100条第12項)
D　事実上の会議
E　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





第9部　付議事件、請願・陳情
（1） 年間の市長提出付議事件件数（1月1日～12月31日）
注１）継続審査の欄には、翌年（2016年）に継続したものを入力してください。
注２）前年(2014年)からの継続案件や報告案件は除いてください。
注３）専決処分された付議事件は下表には含めず、その次の表に含めてください。
	
	原案可決
認定
同意
承認
	修正可決
	否決
不認定
不同意
不承認
	継続審査
	審議未了
	撤回
	その他

	地方自治法第96条第1項議決事件
	条例（1号）
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件

	
	予算（2号）
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件

	
	決算（3号）
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件

	
	4号から14号までの議案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件

	地方自治法第96条第1項第15号及び第96条第2項を含むその他全ての議案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件





■専決処分（地方自治法第179条）（1月1日～12月31日）
	
	審議結果
	専決理由

	
	承認
	不承認
	議会を招集する
時間的余裕がない
	その他

	専決処分案件
（地方自治法第179条）
	条例（1号）
	件
	件
	件
	件

	
	予算（2号）
	件
	件
	件
	件

	
	決算（3号）
	件
	件
	件
	件

	
	契約（5号）
	件
	件
	件
	件

	
	その他
	件
	件
	件
	件


前問で不承認となった専決処分（条例（1号）及び予算（2号））に対する市長が必要と認める措置（地方自治法第179条第4項）について具体的に入力してください。
	


（2） 年間の議員提出付議事件件数（1月1日～12月31日）
注１）継続審査の欄には、翌年（2016年）に継続したものを入力してください。
注２）前年(2014年)からの継続案件や報告案件は除いてください。
注３）選挙、懲罰、資格決定、人事案件などは｢その他｣に入力してください。
	
	原案可決
認定
同意
承認
	修正可決
	否決
不認定
不同意
不承認
	継続審査
	審議未了
	撤回
	その他
	条例合計

	条例案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	◎　　　　　件

	規則案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	

	意見書案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	

	決議案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	

	その他
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	



（3） 議員提出条例案の件数の内訳（1月1日～12月31日）
注１）◎の条例合計は前問(2)年間の議員提出付議事件件数の条例合計と一致するようにして下さい。
注２）「政策的条例」とは、住民の暮らしに直接関係する市の施策に関する条例を指します。したがって、新規の政策的条例案に議会や議員の身分等に関する条例案(例えば議員定数条例案、議員報酬条例案、政務活動費の交付に関する条例案、委員会条例案、議会基本条例案、議員の政治倫理条例案、議会の議決すべき事件を定める条例案等)を含めないで下さい。
	新規条例案
	改正条例案
	廃止条例案
	条例合計

	政策的条例案
	政策的ではない条例案
	件
	件
	◎　　　　　　　　　　　　　件

	件
	件
	
	
	




■上記の議員提出新規条例案のうち、政策的条例案の内訳
	新規の政策的条例案名
	議決態様

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）





（4） 年間の委員会提出付議事件件数（1月1日～12月31日）
注１)地方自治法第109条第6項に基づき常任、特別、議会運営委員会が提出した議案の件数を回答してください。付託案件ではありません。
注２）継続審査の欄には、翌年（2016年）に継続したものを入力してください。
注３）前年(2014年)からの継続案件や報告案件は除いてください。
注４) 選挙、懲罰、資格決定、人事案件などは｢その他｣に入力してください。
	
	原案可決
認定
同意
承認
	修正可決
	否決
不認定
不同意
不承認
	継続審査
	審議未了
	撤回
	その他
	条例合計

	条例案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	◎　　　　　件

	規則案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	

	意見書案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	

	決議案
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	

	その他
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	



（5） 委員会提出条例案の件数の内訳（1月1日～12月31日）
注１）◎の条例合計は前問(4)年間の委員会提出付議事件件数の条例合計と一致するようにして下さい。
注２）「政策的条例」とは、住民の暮らしに直接関係する市の施策に関する条例を指します。したがって、新規の政策的条例案に議会や議員の身分等に関する条例案(例えば議員定数条例案、議員報酬条例案、政務活動費の交付に関する条例案、委員会条例案、議会基本条例案、議員の政治倫理条例案、議会の議決すべき事件を定める条例案等)を含めないで下さい。
	新規条例案
	改正条例案
	廃止条例案
	条例合計

	政策的条例案
	政策的ではない条例案
	件
	件
	◎　　　　　　　　　　　　件

	件
	件
	
	
	




■上記の委員会提出新規条例案のうち、政策的条例案の内訳
	新規の政策的条例案名
	議決態様

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	A　原案可決
B　修正可決
C　否決
D　継続審査
E　審議未了
F　撤回
G　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（6） 請願及び審査した陳情の件数（1月1日～12月31日）
注１）継続審査の欄には、翌年（2016年）に継続したものを入力してください。
注２）前年(2014年)から継続審査された案件は除いてください。
	
	採択
	一部採択
	趣旨採択
	不採択
	取り下げ
	審議未了
	継続審査
	その他

	請願の件数
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件

	審査した場合の陳情の件数
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件
	件



（７）審査されなかった陳情の件数とその処理方法（1月1日～12月31日）
	審査されなかった
陳情の総件数
	件



	■審査されなかった陳情の処理方法　(複数回答可、1月1日～12月31日）
　※前問｢審査されなかった陳情の総件数｣が1件以上の場合のみ、この設問に回答してください。
A 陳情書のコピー配布
B 陳情書の文書表配布
C 陳情書の一覧表（表題のみ）配布
D 議長預かり
E その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)


第10部　議会広報
（１）インターネット上での議会の情報発信の有無（12月31日現在）【必須】
	A　インターネット上で議会に関する情報の発信をしている
B　インターネット上で議会に関する情報の発信をしていない


■前問でAと回答している場合、掲載内容を回答してください。（複数回答可、12月31日現在）
	A　議会の仕組み、議会用語の解説、傍聴案内
B　議長又は正副議長の挨拶
C　議員名簿、議員の顔写真（委員会別、会派別など）
D　その他の議員情報（住所、電話番号、メールアドレス、議員のウェブサイトなど）
E　会議日程
F　議案一覧及び結果など
G　質問通告書、質問内容など
H　議会だより
I  請願・陳情の提出方法、書式のダウンロードなど
J  ネットによる議会中継や録画配信
K　会議録、会議録検索システム
L　市民からの相談室、意見箱、掲示板など
M　行政視察の受入れ案内や行政視察報告など
N　議員報酬・費用弁償
O　議長交際費
P  政務活動費
Q　議会活性化への取組紹介
R　議会基本条例の条文、概要説明、制定の経緯など
S　議会報告会の案内や実施報告など
T　意見書・決議
U　子ども向けのページ
V　議長・副議長の日程
W　議会に関するアンケート
X　外国語によるページ
Y　市議会ブログ
Z　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



(２)フェイスブック、ツイッター、メールマガジンの実施状況(12月31日現在)【必須】
	■フェイスブックの実施状況(12月31日現在)【必須】
A　議会独自のフェイスブックを行っている
B　議会独自のフェイスブックを行っていない
■ツイッターの実施状況(12月31日現在) 【必須】
A　議会独自のツイッターを行っている
B　議会独自のツイッターを行っていない
■メールマガジンの実施状況(12月31日現在) 【必須】
A　議会独自のメールマガジンを配信している
B　執行部のメールマガジンに議会の情報を掲載している
C　議会独自のメールマガジンを配信していない





（３）議会広報（だより）の発行状況（12月31日現在）【必須】
	A　議会が単独で発行している
B　市広報内に掲載
C　発行していない


■議会広報（だより）を発行している場合の内容について
※前問で｢A又はB｣を選択した場合は、次の設問に回答してください。
	発行回数(1月1日～12月31日)
（前問の｢発行状況｣でＡを選択した場合のみ、回答必須）
	回

	編集会議の有無（12月31日現在）
	A　議会広報（だより）編集会議あり
B　議会広報（だより）編集会議なし

	編集会議の種類（12月31日現在）
(前問｢編集会議の有無｣でＡを選択した場合、回答必須）
	A　常任委員会
B　特別委員会
C 議会運営委員会
D 協議等の場(地方自治法第100条第12項)
E　任意の会議体(規程、要綱などの内規によるもの)
F　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	編集体制（12月31日現在）
	A　議員だけで作成
B　議員と議会事務局の共同で作成
C　議会事務局だけで作成
D　民間に委託
E　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




(４)パブリックコメントの実施状況(1月1日～12月31日) 【必須】
	A　議会においてパブリックコメントを実施した　※案件名を下枠に入力してください。
(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
B　議会においてパブリックコメントを実施しなかった



(５)住民アンケート調査の実施状況(1月1日～12月31日)【必須】
	A　住民に対し無作為抽出による議会に関するアンケート調査を実施した
※具体的なアンケート調査の内容を下枠に入力してください。
(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
B　住民に対し無作為抽出による議会に関するアンケート調査を実施していない



 (６)議会報告会の開催状況（1月1日～12月31日）【必須】
※名称にこだわらず同種の取扱を含む(例：意見交換会や懇談会等)。
	A　議会基本条例に基づく議会報告会を開催した
B　申合せ等に基づく議会報告会を開催した
C　開催なし
■議会報告会におけるアンケート調査の実施状況(1月1日～12月31日)
※前問で「A又はB」を選択した場合は下記の設問に回答してください。
A　議会報告会の出席者に対しアンケート調査を実施した　※具体的なアンケート調査の内容を下枠に入力してください。
(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　)
B　議会報告会の出席者に対しアンケート調査を実施していない




（７）子ども議会、女性議会、模擬議会の開催事例（複数回答可、1月1日～12月31日）【必須】
	A　子ども議会の開催あり（回数：　　　　　回）
B　女性議会の開催あり　（回数：　　　　　回）
C　模擬議会の開催あり　（回数：　　　　　回）
D　いずれの開催もなし



■子ども議会、女性議会、模擬議会の具体的な開催事例
	開催日
	会議名
	テーマ・議題
	主催者(複数回答可)
	当日議員と
なった人数
	傍聴者数

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人

	　　月　　日
	
	っｄ
	A　議会
B　執行部
C　教育委員会
D　その他(　　　　　　　)
	　　　　人
	人




第11部　個人・代表・緊急質問
（1） 個人・代表・緊急質問の実施の有無（1月1日～12月31日）【必須】
※この設問における個人質問・代表質問とは、｢市政に関する一般質問｣のことです。議案に対する質疑は含みません。
※個人質問は「個人が行う質問」、代表質問は「会派を代表して行う質問」です。
	個人質問
	代表質問
	緊急質問

	A　実施した
B　実施しなかった
	A　実施した
B　実施しなかった
	A　実施した
B　実施しなかった


■年間の個人・代表・緊急質問の実施状況（1月1日～12月31日）
  ※前問で｢A実施した｣を選択した場合のみ、以降の設問に回答してください。
	
	個人質問
	代表質問
	緊急質問

	
	日数（延べ）
	質問者数（延べ）
	日数（延べ）
	質問者数（延べ）
	日数（延べ）
	質問者数（延べ）

	定例会
	
	
	
	
	
	

	臨時会
	－
	－
	－
	－
	
	



（２）個人・代表質問での対面方式の採用状況（12月31日現在）
	個人質問
	代表質問

	A　対面方式を採用している
B　対面方式を採用していない
	A　対面方式を採用している
B　対面方式を採用していない



（３）個人・代表質問者の位置（12月31日現在）
	個人質問
	代表質問

	A　すべて演壇から
B　すべて自席から
C　すべて質問席から
D　初回は演壇、再質問以降は自席から
E　初回は演壇、再質問以降は質問席から
F　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	A　すべて演壇から
B　すべて自席から
C　すべて質問席から
D　初回は演壇、再質問以降は自席から
E　初回は演壇、再質問以降は質問席から
F　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（４）個人・代表質問の一問一答制の採用状況（12月31日現在）
	個人質問
	代表質問

	A　一問一答方式を採用している（選択制を含む）
B　一問一答方式を採用していない
	A　一問一答方式を採用している（選択制を含む）
B　一問一答方式を採用していない


■前問でAを選択の場合、次の一問一答方式の運用状況について選択してください。（12月31日現在）
	個人質問
	代表質問

	A　初回から一問一答方式
B　再質問または再々質問から一問一答方式
C　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	A　初回から一問一答方式
B　再質問または再々質問から一問一答方式
C　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（５）個人・代表質問の回数制限（12月31日現在）
	個人質問
	代表質問

	A　回数制限あり
B　回数制限なし
	A　回数制限あり
B　回数制限なし


（６）個人・代表質問の時間制限（12月31日現在）
	個人質問
	代表質問

	A　時間制限あり
B　時間制限なし
	A　時間制限あり
B　時間制限なし



第12部　地方自治法・議決関係
（1） 地方自治法第176条第1項による再議の事例（1月1日～12月31日）
	議案
	再議に付した日
	再議に対する議決日
	再議の結果

	A　予算
B　条例
Ｃ　その他(　　　　　　　　　　　　　)
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	A　予算
B　条例
Ｃ　その他(　　　　　　　　　　　　　)
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	A　予算
B　条例
Ｃ　その他(　　　　　　　　　　　　　)
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	A　予算
B　条例
Ｃ　その他(　　　　　　　　　　　　　)
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	





(２）地方自治法第176条第4項による再議の事例（1月1日～12月31日）
	議案
	再議に付した日
	再議に対する議決日
	再議の結果

	A　予算
B　条例
C　選挙
D　その他(　　　　　　　　　　　　　)
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	A　予算
B　条例
C　選挙
D　その他(　　　　　　　　　　　　　)
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	A　予算
B　条例
C　選挙
D　その他(　　　　　　　　　　　　　)
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	A　予算
B　条例
C　選挙
D　その他(　　　　　　　　　　　　　)
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	





（３）地方自治法第177条第1項第1号による再議の事例(義務費の削除減額議決に対する再議)（1月1日～12月31日）
	議案名
	再議に付した日
	再議に対する議決日
	再議の結果

	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	





（４）地方自治法第177条第1項第2号による再議の事例(非常災害対策又は感染症予防費の削除減額議決に対する再議)
（1月1日～12月31日）
	議案名
	再議に付した日
	再議に対する議決日
	再議の結果
	不信任の議決

	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	
	Ａ　不信任議決とみなした
Ｂ　不信任議決とみなさなかった

	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	
	Ａ　不信任議決とみなした
Ｂ　不信任議決とみなさなかった

	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	
	Ａ　不信任議決とみなした
Ｂ　不信任議決とみなさなかった





（５）地方自治法第100条による調査事件の事例（1月1日～12月31日）
	付託委員会名
	調査対象事件名及びその結果
(告発した場合の結果も含む)
	証人
	参考人
	調査開始日
	調査終了日
	記録提出
の有無
	告発(複数回答可)

	委員会
	
	人
	人
	年
　　月　　日
	年
　　月　　日
	A　有
B　無
	A　出頭拒否
B　証言拒否
C　虚偽の陳述
D　記録提出の拒否
E　なし

	委員会
	
	人
	人
	年
　　月　　日
	年
　　月　　日
	A　有
B　無
	A　出頭拒否
B　証言拒否
C　虚偽の陳述
D　記録提出の拒否
E　なし

	委員会
	
	人
	人
	年
　　月　　日
	年
　　月　　日
	A　有
B　無
	A　出頭拒否
B　証言拒否
C　虚偽の陳述
D　記録提出の拒否
E　なし





（６）地方自治法第100条の調査権は付与しないが、当該市の行政事務事業の適正な執行を求めるために設置された調査特別委員会設置の事例（1月1日～12月31日）
	付託委員会名
	調査事項

	特別委員会
	

	特別委員会
	

	特別委員会
	

	特別委員会
	

	特別委員会
	

	特別委員会
	

	特別委員会
	

	特別委員会
	

	特別委員会
	

	特別委員会
	





(７)地方自治法第98条第1項による検閲・検査の事例(1月1日～12月31日)
	件名
	委員会名
	結果（12月31日現在）

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	



(８)地方自治法第98条第2項による監査請求の事例(1月1日～12月31日)
	件名
	委員会名
	結果（12月31日現在）

	
	委員会
	

	
	委員会
	

	
	委員会
	



(９)地方自治法第252条の40による個別外部監査請求の事例(1月1日～12月31日)
	件名
	委員会名
	個別外部監査人の資格
	結果（12月31日現在）

	
	委員会
	
	

	
	委員会
	
	

	
	委員会
	
	



（10）地方自治法第74条による住民直接請求の事例（1月1日～12月31日）
	件名
	結果（12月31日現在）
	意見陳述の場所
	請求代表者数
	意見陳述人

	
	
	A　本会議
B　委員会
	人
	人

	
	
	A　本会議
B　委員会
	人
	人

	
	
	A　本会議
B　委員会
	人
	人





（1１）地方自治法第75条による住民監査請求の事例（1月1日～12月31日）
	件名
	住民からの提出日
	結果（12月31日現在）

	
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	



（12）地方自治法第178条による市長に対する不信任議決の事例（1月1日～12月31日）
	上程日
	上程された会議
	発議者数
	結果
	賛成者数
	反対者数
	可決された場合の解散の有無

	年　　月　　日
	A　定例会
B　臨時会
	人
	A　可決
B　否決
	人
	人
	A　有
B　無

	年　　月　　日
	A　定例会
B　臨時会
	人
	A　可決
B　否決
	人
	人
	A　有
B　無

	年　　月　　日
	A　定例会
B　臨時会
	人
	A　可決
B　否決
	人
	人
	A　有
B　無



（13）議長に対する不信任議決の事例（1月1日～12月31日）
	上程日
	上程された会議
	発議者数
	結果
	賛成者数
	反対者数
	可決した場合の対処・結果

	年　　月　　日
	A　定例会
B　臨時会
	人
	A　可決
B　否決
	人
	人
	

	年　　月　　日
	A　定例会
B　臨時会
	人
	A　可決
B　否決
	人
	人
	

	年　　月　　日
	A　定例会
B　臨時会
	人
	A　可決
B　否決
	人
	人
	



（14）市長・議長・副議長・議員に対する辞職勧告議決の事例（1月1日～12月31日）
	対象
	上程日
	発議者数
	結果

	A　市長
B　議長
C　副議長
D　議員
	年　　月　　日
	人
	A　可決
B　否決

	A　市長
B　議長
C　副議長
D　議員
	年　　月　　日
	人
	A　可決
B　否決

	A　市長
B　議長
C　副議長
D　議員
	年　　月　　日
	人
	A　可決
B　否決

	A　市長
B　議長
C　副議長
D　議員
	年　　月　　日
	人
	A　可決
B　否決





（15）市長・議長・副議長・議員に対する問責議決の事例（1月1日～12月31日）
	対象
	上程日
	発議者数
	結果

	A　市長
B　議長
C　副議長
D　議員
	年　　月　　日
	人
	A　可決
B　否決

	A　市長
B　議長
C　副議長
D　議員
	年　　月　　日
	人
	A　可決
B　否決

	A　市長
B　議長
C　副議長
D　議員
	年　　月　　日
	人
	A　可決
B　否決

	A　市長
B　議長
C　副議長
D　議員
	年　　月　　日
	人
	A　可決
B　否決





（16）議員に対する懲罰の事例（1月1日～12月31日）
	付託委員会名
	懲罰の種類
	該当する事件
（複数回答可）
	結果
	最終結論日

	委員会
	A　戒告
B　陳謝
C　出席停止（　　日）
D　除名
	A　議場の秩序の維持
B　品位の保持・侮辱
C　欠席
D　その他（　　　　　　　）
	
	年　　月　　日

	委員会
	A　戒告
B　陳謝
C　出席停止（　　日）
D　除名
	A　議場の秩序の維持
B　品位の保持・侮辱
C　欠席
D　その他（　　　　　　　）
	
	年　　月　　日

	委員会
	A　戒告
B　陳謝
C　出席停止（　　日）
D　除名
	A　議場の秩序の維持
B　品位の保持・侮辱
C　欠席
D　その他（　　　　　　　）
	
	年　　月　　日

	委員会
	A　戒告
B　陳謝
C　出席停止（　　日）
D　除名
	A　議場の秩序の維持
B　品位の保持・侮辱
C　欠席
D　その他（　　　　　　　）
	
	年　　月　　日

	委員会
	A　戒告
B　陳謝
C　出席停止（　　日）
D　除名
	A　議場の秩序の維持
B　品位の保持・侮辱
C　欠席
D　その他（　　　　　　　）
	
	年　　月　　日


第13部　その他の議会の活動に関すること
（１）平成27年度一般会計当初予算の審議結果（12月31日現在）【必須】
	A　可決（附帯決議なし）
B　可決（附帯決議あり）
C　修正可決
D　否決
E　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（２）平成26年度一般会計決算の審議結果（12月31日現在）【必須】
	A　認定（附帯決議なし）
B　認定（附帯決議あり）
C　不認定
D　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



(３)事務事業評価の実施状況(1月1日～12月31日) 【必須】
	A　議会独自による事務事業評価を実施した
B　議会独自による事務事業評価を実施しなかった



(４）連合審査会の開催事例（1月1日～12月31日）【必須】
	A　連合審査会の開催事例あり（開催した連合審査会の数：　　　）
B　連合審査会の開催事例なし




■連合審査会の具体的な開催事例
	構成委員会名
	審査案件
	会期中の開催日数
(延べ)
	閉会中の開催日数
(延べ)

	
	
	日
	日

	
	
	日
	日

	
	
	日
	日

	
	
	日
	日

	
	
	日
	日



(５)本会議場・委員会室での議員のパソコン等の使用状況(12月31日現在)【必須】
※要綱や規程、申合せ、慣例、議長や委員長による許可制など議会で使用を許可している場合は、
「A　規程や申合せ等により使用を許可している」を選択してください。
	
	本会議場
	委員会室

	
	使用事例の有無【必須】
	使用許可の状況
【必須】
	使用事例の有無【必須】
	使用許可の状況
【必須】

	パソコン
	A　事例あり
B　事例なし
	A　規程や申合せ等により使用を許可している
B　規程や申合せ等により使用を許可していない
C　規程や申合せ等なし
	A　事例あり
B　事例なし
	A　規程や申合せ等により使用を許可している
B　規程や申合せ等により使用を許可していない
C　規程や申合せ等なし

	タブレット
	A　事例あり
B　事例なし
	A　規程や申合せ等により使用を許可している
B　規程や申合せ等により使用を許可していない
C　規程や申合せ等なし
	A　事例あり
B　事例なし
	A　規程や申合せ等により使用を許可している
B　規程や申合せ等により使用を許可していない
C　規程や申合せ等なし

	説明用
スクリーン
	A　事例あり
B　事例なし
	A　規程や申合せ等により使用を許可している
B　規程や申合せ等により使用を許可していない
C　規程や申合せ等なし
	A　事例あり
B　事例なし
	A　規程や申合せ等により使用を許可している
B　規程や申合せ等により使用を許可していない
C　規程や申合せ等なし

	説明用
パネル
	A　事例あり
B　事例なし
	A　規程や申合せ等により使用を許可している
B　規程や申合せ等により使用を許可していない
C　規程や申合せ等なし
	A　事例あり
B　事例なし
	A　規程や申合せ等により使用を許可している
B　規程や申合せ等により使用を許可していない
C　規程や申合せ等なし



(６)本会議や委員会における会議資料のペーパレス化の状況(パソコン、タブレットの活用等)(12月31日現在)【必須】
※一部の会議資料のみペーパレス化している場合であっても、「A会議資料のペーパレス化をしている」を選択してください。
	A　会議資料のペーパレス化をしている　
B　会議資料のペーパレス化をしていない



（７）電子表決（押しボタン式表決）システムの導入状況（12月31日現在）【必須】
	A　電子表決（押しボタン式表決）システムを導入している
B　電子表決（押しボタン式表決）システムを導入していない



(８）会議録(原本)の作成（調製）形態（12月31日現在）【必須】
	A　書面
B　電磁的記録（地方自治法第１２３条第１項及び第３項によるもの）




(９）本会議会議録検索システムの導入状況（複数回答可、12月31日現在）【必須】
	A　インターネットによる検索システムを導入している
B　庁内LANによる検索システムを導入している
C　検索システムを導入していない
D　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



(10）委員会記録検索システムの導入状況（複数回答可、12月31日現在）【必須】
※一部の委員会だけ導入している場合でも、「A又はB」を選択してください。
	A　インターネットによる検索システムを導入している
B　庁内LANによる検索システムを導入している
C　検索システムを導入していない
D　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



(11）協議又は調整を行うための場（地方自治法第100条第12項）（以下「協議等の場」）の記録検索システムの導入状況（複数回答可、12月31日現在）【必須】
※一部の協議等の場だけ導入している場合でも、「A又はB」を選択してください。
	A　インターネットによる検索システムを導入している
B　庁内LANによる検索システムを導入している
C　検索システムを導入していない
D　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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